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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　車両の横方向の運動に関連する入力値に基づいて、車両の前後方向の駆動力或いは制動
力を制御する車両の制御方法において、
　前記駆動力或いは制動力のうち前輪が担う前輪配分比率を前記入力値に基づいて変化さ
せ、
　前記入力値が増加するときには、前記入力値がゼロの場合の前輪配分比率よりも小さく
なるように前記前輪配分比率を制御する第１の制御、及び、
　前記入力値が減少するときは、前記入力値がゼロの場合の前輪配分比率よりも大きくな
るように前記前輪配分比率を制御する第２の制御、のうち少なくとも１つを行うことを特
徴とする車両の制御方法。
【請求項２】
　前記第１の制御、及び前記第２の制御を行うことを特徴とする請求項１に記載の車両の
制御方法。
【請求項３】
　前記入力値は、車両の横加速度の絶対値であることを特徴とする請求項１に記載の車両
の制御方法。
【請求項４】
　前輪配分比率RFRは、
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　（但し、Gy：車両横加速度、Gy_dot：車両横加加速度、Cdp：横加加速度ゲイン、T：一
次遅れ時定数、s：ラプラス演算子、RFR0:初期配分比率）で生成されることを特徴とする
請求項３に記載の車両の制御方法。
【請求項５】
　前記入力値は、車両のヨーレイトの絶対値であることを特徴とする請求項１に記載の車
両の制御方法。
【請求項６】
　前輪配分比率RFRは、

　（但し、r：車両ヨーレイト、r_dot：車両ヨー角加速度、Cdpr：ヨー角加速度ゲイン、
T：一次遅れ時定数、s：ラプラス演算子、RFR0:初期配分比率）で生成されることを特徴
とする請求項５に記載の車両の制御方法。
【請求項７】
　前記入力値は、操舵角の絶対値であることを特徴とする請求項１に記載の車両の制御方
法。
【請求項８】
　前輪配分比率RFRは、

　（但し、δ：操舵角、δ_dot：操舵角速度、Cdpδ：操舵角速度ゲイン、T：一次遅れ時
定数、s：ラプラス演算子、RFR0:初期配分比率）で生成されることを特徴とする請求項７
に記載の車両の制御方法。
【請求項９】
　前記入力値に応じた前記前輪配分比率の値が予め記憶されたマップを用いて、前記前輪
配分比率を制御することを特徴とする請求項１に記載の車両の制御方法。
【請求項１０】
　前記入力値が増加する時は、車両が減速するように制御し、
前記入力値が減少する時は、車両が加速するように制御することを特徴とする請求項１乃
至９の何れかに記載の車両の制御方法。
【請求項１１】
　車両の加減速制御は前後加速度指令値に基づいて行われ、
　前記前後加速度指令値Gxcは、

　（但し、Gy：車両横加速度、Gy_dot：車両横加加速度、Cxy：横加加速度ゲイン、T：一
次遅れ時定数、s：ラプラス演算子）で生成されることを特徴とする請求項１０に記載の
車両の制御方法。
【請求項１２】
　車両の前後加速度をx軸、車両の横加速度をy軸とし、
車両の前方向をx軸の正、車両の操舵方向をy軸の正、とする車両固定座標系で、車両に操
舵入力があった場合、あるいは車両がｙ方向に正である旋回を開始した場合に、車両の横
加速度が正の方向に発生すると共に、車両の前後加速度が負の方向に発生することにより
、前後加速度と横加速度を表示した座標の軌跡が、原点近傍から第II象限に向けて、時計
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回りのなめらかな曲線となることを特徴とする請求項１０に記載の車両の制御方法。
【請求項１３】
　制動力の前輪配分比率を小さくするということが、前輪が発生する制動力、及び/又は
、制動トルクを減らし、
　制動力の前輪配分比率を大きくするということが、前輪が発生する制動力、及び/又は
、制動トルクを増やし、
　駆動力の前輪配分比率を小さくすることが、前輪が発生する駆動力、及び/又は、駆動
トルクを減らし、
　駆動力の前輪配分比率を大きくすることが、前輪が発生する駆動力、及び/又は、駆動
トルクを増やす、ことである請求項１に記載の車両の制御方法。
【請求項１４】
　前輪を駆動するフロントモータと、後輪を駆動するリアモータと、請求項１乃至１３の
何れかに記載の車両の制御方法を実行する制御装置と、を有し、
　前記フロントモータへの供給電圧を制御することにより、前記前輪配分比率を変化させ
ることを特徴とする車両制御システム。
【請求項１５】
　ステレオカメラを有し、前記制御装置がステレオカメラに内包されていることを特徴と
する請求項１４に記載の車両制御システム。
【請求項１６】
　請求項１乃至１３に記載の車両の制御方法を実行するための車両制御装置。
【請求項１７】
　請求項１乃至１３に記載の車両の制御方法を処理装置で実行するための制御プログラム
。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、車両の駆動力、制動力、あるいは駆動力と制動力の両方の、前後輪への配分
比率を制御する車両の運動制御方法、装置、および、それを搭載した車両に関する。
【背景技術】
【０００２】
　量産第一世代のEV（Electric Vehicle）は、内燃機関の代替としてモータが搭載されて
おり、車両1台に対して、モータは一つとなっている。今後のより価格帯の高いEV/HEV（H
ybrid Electric Vehicle）においては、差別化を図るためにも複数のモータを搭載する車
両が増加すると思われる。
【０００３】
　前輪用モータと後輪用モータを有する前後ツインモータ配置車両は、その構成上、４輪
駆動方式となり、発進・加速性能が向上する。そして、旋回時においても減速時の運動エ
ネルギーを前後輪で回生することができるため、回生量を大きくしやすい。特に荷重に応
じて回生トルクを配分することにより、回生量を最大化することができる（ブレーキトル
クの前後配分と同様に安定した姿勢で減速・回生できる）。
【０００４】
　これに対し、左右ツインモータ配置においては、旋回時に内輪で回生して減速力と電気
エネルギーを得るとともに、このエネルギーを用いて外輪を力行することにより加速力を
得て、Direct Yaw-moment Control(DYC)を行う。ところが内輪は外輪に比べて旋回速度が
低く、外輪側の逆起電圧に対して低い電圧でしか発電できない。したがって、内輪にて回
生発電はできるが、実質的にはバッテリから電気エネルギーを持ち出して、外輪側に供給
することになり、車両全体としては旋回時にはほとんど回生ができない。
【０００５】
　また、前後ツインモータ配置車両は全輪駆動であるが、左右ツインモータ配置の場合、
全輪駆動化には、もう一つモータが必要となり、コストと重量増を招く。このように、左
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右ツインモータ配置のメリットはディファレンシャルギアの省略と、DYCができることが
挙げられる。しかしながらDYCにおいては、制駆動力により発生する左右のリンク半力の
アンバランスから、ロールモーメントが発生し、ヨー運動とロール運動の自然な練成が損
なわれる場合が多い。
【０００６】
　以上のような背景から、前後ツインモータ配置車両の旋回性能（操縦性・安定性）を向
上させる前後配分制御コンテンツを見出すことにより、左右ツインモータ配置車両と同等
以上の旋回性能を得ることが望まれている。また、この前後配分比率を動的に制御する方
法は、EV/HEVのみではなく、１つの原動機で四輪駆動を実現する、これまでの四輪駆動車
のうち、前後配分機能を有する車両でも適用可能である。
【０００７】
　この課題に対し、例えば、特許文献１では、所定の車両状態に応じて前後輪への駆動力
配分を制御する前後輪駆動力配分制御システムと、所定の車両状態に応じて左右輪への駆
動力配分を制御する左右輪駆動力配分制御システムと、旋回中、前記左右輪駆動力配分制
御システム側での制御によりオーバステアモーメントが発生する時あるいは発生が予期さ
れる状態にある時を検出するオーバステアモーメント検出手段と、オーバステアモーメン
トが検出された時、オーバステアモーメント検出量に応じた前輪配分量を加えた補正制御
を前後輪駆動力配分制御システム側で行なわせる第１総合制御手段と、を備えていること
を特徴とする前後輪と左右輪の駆動力配分総合制御装置の技術が開示されており、旋回中
、前記前後輪駆動力配分制御システム側での制御によりアンダーステアモーメントが発生
する時あるいは発生が予期される状態にある時を検出するアンダーステアモーメント検出
手段と、アンダーステアモーメントが検出された時、アンダーステアモーメント検出量に
応じた旋回外輪配分量を加えた補正制御を左右輪駆動力配分制御システム側で行なわせる
第２総合制御手段と、を備えていることを特徴とする前後輪と左右輪の駆動力配分総合制
御装置の技術が開示されている。
【０００８】
　また、特許文献２においては、入力された車両の横方向の加加速度（Ｇｙ＿ｄｏｔ）に
、速度（Ｖ）及び横加速度（Ｇｙ）から決定され、予め記憶されたゲイン（ＫＧｙＶ）を
乗じ、乗じた値に基づいて、車両の前後加速度を制御する制御指令を生成し、生成された
前記制御指令を出力することを特徴とする車両の運動制御方法が開示されている。この方
法によると非特許文献１に述べられているとおり、前後加速度と横加速度の合成加速度ベ
クトル（Ｇ）の軌跡が車両重心固定の座標系において、なめらかな曲線を描くように方向
づけられ（Vectoring）、G-Vectoring制御（GVC:G-Vectoring Control）と呼ばれている
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平６－８００３５号公報
【特許文献２】特開２００８－２８５０６６号公報
【非特許文献】
【００１０】
【非特許文献１】Improvement in vehicle agility and stability by G-Vectoring cont
rolM. Yamakado， J. Takahashi， S. Saito， A. Yokoyama & M. Abe,Vehicle System D
ynamics, Volume 48, Supplement 1, December 2010, pages 231-254
【非特許文献２】M. Abe, Vehicle Handling Dynamics, Butterworth-Heinemman, Oxford
, 2009.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　特許文献１では、横加速度が大で差動制限トルク大の時、または横加速度が大で差動制
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限トルクの増大変化が大の時にオーバステアモーメントがでやすいことで、オーバステア
モーメントのでやすさに応じて差動制限トルク感応ゲインＫgdを高い値として与えるよう
にしている。しかしながら、このような方法では、システムの稼動自体に起因するオーバ
ーステアの予兆を示すものであるとともに、なぜオーバーステアとなりやすいのかが明確
にされておらず、結果として車両の各状態での走りこみ→チューニングが必要となり、汎
用的な設計方法が確立されているとはいえない。したがってこの技術により、システムを
構成する場合、高コストのシステムとなってしまうことが懸念される。
【００１２】
　さらに特許文献１では、低μ路旋回時等であって、旋回中、前後輪駆動力配分制御シス
テム側で前輪側への駆動力配分を増す制御によりアンダーステアモーメントが発生する時
あるいは発生が予期される状態にある時、アンダーステアモーメント検出手段によりアン
ダーステアモーメント状態が検出される。そして、アンダーステアモーメントが検出され
た時、第２総合制御手段において、アンダーステアモーメント検出量に応じた旋回外輪配
分量を加えた補正制御が左右輪駆動力配分制御システム側で行なわれる。すなわち、アン
ダーステア制御では、左右輪の駆動力配分制御装置が必要となり、前後ツインモータ配置
車両では、実現できないDYCを行うことにより解決を図ろうとしている。
【００１３】
　また、特許文献２のGVCにおいては、車両の横運動に連係して、前後加速度を制御する
ことにより、加減速に起因する荷重移動がステア特性に好適に働き、DYCを行わなくても
、操縦性と安定性の向上を図れることは実証されてはいるが、加減速指令値を実現するた
めの駆動力・制動力を前輪・後輪にどのように配分すれば良いかということに関して、開
示しているものではなかった。
【００１４】
　本発明は、駆動力・制動力を前輪、後輪に適正に配分することにより、ステア特性を好
適とし、操縦性と安定性の両方の向上を実現する前後制駆動配分制御（Distribution plu
s、 D+と命名）を実行する車両の運動制御方法、装置、およびそれらを備えた車両を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　上記目的を達成させるために、本発明の車両の運動制御装置およびそれを搭載した車両
は、車両の前輪と後輪の制動・駆動配分を制御する手段を有し、該車両の横加速度の絶対
値が増加するときには前輪への配分を小さくし、該車両の横加速度の絶対値が減少すると
きは、前輪への配分を大きくすることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　車両の操縦性と安定性の両方の向上を実現する前後制駆動配分制御（D+）が具現化され
、車両の運動制御装置およびそれを搭載された車両（トランスファー方式四輪駆動、前後
ツインモータ配置車両）を提供することができる。また、制動側のみを考えると、前後配
分を変更できるブレーキ装置、およびそれが搭載される車両に対しても適用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明に用いるGVC車両の左コーナー進入から脱出までの様子を示す図である。
【図２】図１のような走行をした場合の時系列データを示す図である。
【図３】車両重心点の横すべりによって発生するタイヤ横力の着力点を示す図である。
【図４】車両の瞬時スタティックマージンを示す図である。
【図５】タイヤ特性の非線形特性の近似を示す図である。
【図６】タイヤ摩擦円を示す図である。
【図７】D+制御により前後配分比が変化する様子を示す図である。
【図８】効果確認用のフルビークルシミュレーションの概要を示す図である。
【図９】フルビークルシミュレーションの操舵角入力、前後加速度、および横加速度、”
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g-g”ダイアグラムを示す図である。
【図１０】フルビークルシミュレーションの操舵角入力、本発明の前後配分比率、瞬時ス
タティックマージンを示す図である。
【図１１】本発明の実施例の全体構成を示す図である。
【図１２】本発明のコントローラ内部処理と前後モータとの関係を示す図である。
【図１３】本発明実施時のコーナリングシナリオと駆動力配分様態を示す図である。
【図１４】本発明実施時と、不実施時の、それぞれの特徴を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　まず、課題を解決するための手段について、その基本的な考え方を説明し、その構成、
実施形態について述べていく。
【００１９】
　本発明は、駆動力・制動力をいかに前後に配分するかという技術に関するものである。
もちろん、加減速を発生させることに伴い、駆動力・制動力が発生するのであるが、どの
ような加減速かという部分に関しては、特に限定はない。例えばドライバが、コーナリン
グ中に随意に行うアクセル・ブレーキ操作に応じて、駆動力・制動力を前後に配分しても
良いし、非特許文献１のG-Vectoring制御に基づく、コントローラからの加減速制御指令
に基づいて、駆動力・制動力を前後に配分しても良い。ここでは、熟練ドライバの横運動
連係動作を再現できるG-Vectoring制御(以下、GVC)に基づいて決定された加減速を実現す
るための駆動力・制動力を前後に配分することを考える。
【００２０】
　以下、まず、GVCについて概要を述べる。次に、非特許文献2に基づいて車両のタイヤ特
性に関する基本的な考え方について論じる。ここでは、タイヤのコーナリングフォースの
１）横滑り角に対する非線形特性、２）荷重依存性、３）駆動力・制動力依存性について
論じ、本発明における課題を解決するための手段を導出する。そして最後に、その構成、
実施形態について述べていく。
＜横運動に連係した前後加速度制御（G-Vectoring）＞
　ハンドル操作による横運動に連係して自動的に加減速することにより、前輪と後輪の間
に荷重移動を発生させて車両の操縦性と安定性の向上を図る方法が、非特許文献１に示さ
れている。具体的な加減速指令値（目標前後加速度Gxc）は、以下数１に示す通り、
【００２１】
【数１】

【００２２】
　基本的に横加加速度Gy_dotにゲインCxyを掛け、一次遅れを付与した値を前後加減速指
令にするというシンプルな制御則である。
【００２３】
　なお、Gyは車両横加速度、Gy_dotは車両横加加速度、Cxyはゲイン、Tは一次遅れ時定数
、sはラプラス演算子、Gx_DCは横運動に連係しない加減速度指令、例えば後に述べるよう
なプリクラッシュブレーキなどに対応するものである。
【００２４】
　これによりエキスパートドライバの横と前後運動の連係制御ストラテジの一部が模擬で
き、車両の操縦性・安定性の向上が実現できることが、非特許文献１で確認されている。
【００２５】
　この式のGx_DCは横運動に連係していない減速度成分（オフセット）である。前方にコ
ーナーがある場合の予見的な減速、あるいは区間速度指令がある場合に必要となる項であ
る。また、sgn（シグナム）項は、右コーナー、左コーナーの両方に対して上記の動作が
得られるように設けた項である。具体的には、操舵開始のターンイン時に減速し、定常旋
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回になると（横加加速度がゼロとなるので）減速を停止し、操舵戻し開始時のコーナー脱
出時に加速する動作が実現できる。
【００２６】
　このように制御されると、前後加速度と横加速度の合成加速度（Gと表記）が、横軸に
車両の前後加速度、縦軸に車両の横加速度をとるダイアグラムで、時間の経過とともに曲
線的な遷移をするように方向付けられる（Vectoring）のため、「G-Vectoring制御」と呼
ばれている。
【００２７】
　数１の制御を適用した場合の車両運動に関して、具体的な走行を想定して説明する。
【００２８】
　図１は、直進路A、過渡区間B、定常旋回区間C、過渡区間D、直進区間Eという、コーナ
ーへの進入、脱出の一般的な走行シーンを想定している。このとき、ドライバによる加減
速操作は行わないものとする。
【００２９】
　また、図２は、操舵角、横加速度、横加加速度、数１にて計算した加減速指令、そして
四輪の制動、駆動力について時刻暦波形として示した図である。後で詳細に説明するが、
前外輪と前内輪、後外輪と後内輪は、左右（内外）それぞれ同じ値と成るように制動力・
駆動力が配分されている。ここで制駆動力とは各輪の車両前後方向に発生する力の総称で
、制動力は車両を減速する向きの力であり、駆動力は車両を加速する向きの力と定義する
。
まず直進路区間Aから車両がコーナーに進入する。過渡区間B（点１～点３）では、ドライ
バが徐々に操舵を切増すに従い、車両の横加速度Gyが増加していく。横加加速度Gy_dotは
、点２近辺の横加速度が増加している間、正の値をとることになる（横加速度増加が終了
する３の時点ではゼロに戻る）。このとき、数１より、制御車両には横加速度Gyの増加に
伴い、減速（Gxcは負）指令が発生する。これに伴い、前外、前内、後外、後内の各輪に
略同じ大きさの制動力（マイナス符号）が加わることになる。
【００３０】
　その後、車両が定常旋回区間C（点３～点５）に入ると、ドライバは操舵の切増しを止
め、操舵角を一定に保つ。このとき、横加加速度Gy_dotは０となるため、加減速指令Gxc
は０となる。よって、各輪の制動力・駆動力もゼロとなる。
【００３１】
　次に、過渡区間D（点５～７）では、ドライバの操舵の切戻し操作によって車両の横加
速度Gyが減少していく。このとき車両の横加加速度Gy_dotは負であり、数１より制御車両
には加速指令Gxcが発生する。これに伴い、前外、前内、後外、後内の各輪に略同じ大き
さの駆動力（プラス符号）が加わることになる。
【００３２】
　また直進区間Ｅでは横加加速度Gyが０となり横加加速度Gy_dotもゼロとなるため加減速
制御は行われない。以上のように、操舵開始のターンイン時（点１）からクリッピングポ
イント（点３）にかけて減速し、定常円旋回中（点３～点５）には減速を止め、操舵切戻
し開始時（点５）からコーナー脱出時（点７）には加速する。このように、車両にG-Vect
oring制御を適用すれば、ドライバは旋回のための操舵をするだけで、横運動に連係した
加減速運動を実現することが可能となる。
【００３３】
　また、この運動を前後加速度を横軸、横加速度を縦軸にとり、車両に発生している加速
度様態を示す“g-g”ダイアグラムに表すと、滑らかな曲線状（円を描くよう）に遷移す
る特徴的な運動になる。本発明の加減速指令は、このダイアグラムで、時間の経過ととも
に曲線的な遷移をするように生成される。この曲線状の遷移は左コーナーについては、図
１に示すように時計回りの遷移となり、右コーナーについては、Gx軸について反転した遷
移経路となり、その遷移方向は半時計回りとなる。このように遷移すると前後加速度によ
り車両に発生するピッチング運動と、横加速度により発生するロール運動が好適に連係し
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【００３４】
　この制御は、図１に示すとおり、一次遅れ項、左右の運動に対する符号関数を省略して
考えると、車両横加加速度にゲイン-Cxyを掛け合わせた値を前後加速度指令にしているの
で、ゲインを大きくすることにより、同一横加加速度に対して、減速度、あるいは加速度
を大きくすることが出来る。
【００３５】
　以下では、GVC適用を前提として、タイヤのコーナリングフォースの力学的特性をレビ
ューすることにより、本発明で対象とする制動力・駆動力の前後配分指針の導出を進める
。
【００３６】
　＜車両のステア特性に関する考察＞
　先に述べたGVCは、横運動に応じて前後運動を連係させるための基本的な制御指針であ
るが、前後運動が発生すると前後輪間に荷重移動が発生する。また、そもそも前後運動を
発生させるためには、制動力・駆動力を発生させる必要がある。これらの現象は、前後輪
の横力を発生させるゲインであり、かつ車両のステア特性を司るコーナリングスティフネ
スを変化させる。結果的にはGVCにより前後運動をすることが、横運動にも影響を与える
。本章では、横運動への影響、特にステア特性に焦点を合わせて検討を進め、ステア特性
を好適にする前後力（トルク）配分の導出のための準備を行う。
【００３７】
　（１）車両のステア特性
アンダーステア(U.S.)、オーバーステア（O.S.）、ニュートラルステア(N.S.)という概念
は、車両の運動特性を論じるうえで、きわめて重要な概念である。いま車両が操舵角ゼロ
のもとでなんらかの原因で重心点に横すべり角が生じたとすれば、前後輪にも同じ横すべ
り角βが生じ、横力が発生する。この横力は重心点周りのモーメントとなり、ヨーイング
運動はよく知られているように、
【００３８】
【数２】

となる。ここで、I：車両のヨーイング慣性モーメント、r：ヨーレイト、lf：車両重心点
と前車軸間の距離、lr：車両重心点と前車軸間の距離、Kf：前輪のコーナリングスティフ
ネス、Kr：後輪のコーナリングスティフネス、V：車両速度、β：横すべり角である。
βが正であれば、この式により、車両の重心点には、以下のようなヨーイングモーメント
が働く。
　　　１）　lfKf-lrKrが正のときは、負。
　　　２）　lfKf-lrKrがゼロのときは、ゼロ。
　　　３）　lfKf-lrKrが負のときは、正。
　　　１）の場合、横すべり角によって前後輪に発生する横力の合力の着力点が車両の重
心点より前方になり、２）の場合は、重心点に一致し、３）の場合は、後方になる。この
前後輪のコーナリングフォースの合力の着力点をニュートラルステアポイント（NSP: :Ne
utral-Steer-Point）と呼ぶ。
【００３９】
　　　　車両の重心点が横すべり角βを生じたとすれば、前後輪に働く横力は2Kfβ、 2K

rβとなる。図３のように、NSPと車両重心点間の距離をlnとすると、NSP回りの2Kfβと2K

rβによるモーメントはつりあわねばならないから
【００４０】
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【数３】

この式より、
【００４１】
【数４】

を得る。つまり、NSPは、１）のとき重心点より前へ、３）のとき重心点よりも後ろへ、
そして２）のとき重心点と一致する。そして、lNをホイールベースlで割って無次元化し
た値をスタティックマージン（Static Margin、 以下S.M.と書く）と呼び、ステア特性を
定量的に現す指標としてよく知られている。
【００４２】

【数５】

車両のステア特性はS.M.を用いて次のように定義することができる。
　　　１）　S.M.>0　→　　　　　　　U.S.
　　　２）　S.M.=0　→　　　　　　　N.S.
　　　３）　S.M.<0　→　　　　　　　O.S.
生産車両のほとんどは、１）のS.M.>0となるように設計されている。たとえば車両１がS.
M.1で、車両２がS.M.2として、S.M.1>S.M.2の場合、車両1も車両２もU.S.であることには
変わりがないが、車両２のほうが、車両１に比べてよりU.S.が弱いと考えることができる
。
【００４３】
　　　　さらに、数式（５）からわかるように、前輪、後輪のコーナリングスティフネス
Kf、 Krがコーナリングフォースの非線形性、タイヤへの垂直荷重、あるいは制・駆動力
の影響を受けて変化した場合、SMは変化することになる。次節以降で考えるように瞬時の
S.M.（Instantaneous S.M.、 以下I.S.M.と書く）を考える場合、一台の車両においても
、上記諸条件によってU.S.が強い瞬間やU.S.が弱くなる瞬間があり、あるいはこれを逆手
にとってタイヤへの垂直荷重を加減速により制御をしたり、あるいは制・駆動力の前後配
分比を横運動に連係して制御することによりI.S.Mを好適に制御したりする方法を考える
ことができる。
【００４４】
　　図４に示すようにドライバが操舵を開始する状況（図４中１～３、図１と同様）にお
いては、U.S.を相対的に弱くすることにより、操縦性を改善し必要な操舵角を少なくした
り、逆に、操舵を戻して直線状態へ戻るとき（５～７）には、相対的にU.S.が強くなると
安定性が向上したりする。ドライバから見ると、「ハンドリング性能が高い車」と感じる
ことができる。これに対し、コーナー進入時にU.S.が強くなり、コーナー脱出時にU.S.が
相対的に弱くなると、「アンダーステアが強く、安定性も悪い」というような評価となっ
てしまう。次節以降ではI.S.M.に影響を与える諸因子、横すべり角、荷重、制・駆動配分
について順に示していくことにする。
【００４５】
　（２）タイヤ特性の非線形性の影響
　これまでは、タイヤに働く横力がその横すべり角に比例するという前提の下にS.M.を考
えてきた。ここでは、タイヤの横すべり角が大きくなり、横力が必ずしも横すべり角に比
例しなくなったとき、それがS.M.にどのような影響を与えるかを考えてみることにする。
【００４６】
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　　　　タイヤの横力Yと横すべり角βの間の関係として、ここでは簡単のために、横す
べり角0におけるコーナリングスティフネスがK0で、横力が摩擦力μW（W：タイヤ垂直荷
重）で飽和するとして、これを横すべり角の2次式で近似すると、
【００４７】
【数６】

が得られる。
ここで、数式（６）をβで偏微分し形式的に横すべり角βにおける等価コーナリングステ
ィフネスを求めると、
【００４８】
【数７】

例えば、前輪１輪について考えた場合、Wf=lr・mg/l/2なので、結局、
【００４９】
【数８】

となる。さて、質量mのヨーイング慣性モーメントIの車両が、Gyの横加速度、ヨーレイト
rで旋回していると仮定すると、前後輪に働く横方向の力は、その大きさのみを考えれば
、
【００５０】
【数９】

これに近似式、I≒ｍ・lf・lrを代入し、両辺をμlr mg /lで割ると、
【００５１】
【数１０】

ここで、因数分解ができるように、１から数式（１０）を引くと、
【００５２】
【数１１】

よって、数（10)の平方根をとって、Kf0を掛けると
【００５３】
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【数１２】

 (Gy+lf)/μg<<1とすると開平でき、
【００５４】

【数１３】

同様に、後輪についても
【００５５】
【数１４】

となる。したがって、タイヤ特性の非線形性の影響を考慮した、瞬時スタティックマージ
ンI.S.M.NLは、
【００５６】
【数１５】

ここで、U.S.の車両(S.M.0>0、-(lfKf0-lrKr0)>0)に対して操舵切りはじめの状況を考え
る。すなわち横加速度Gyの絶対値が小さく(Gy≒0)、ヨーレイトの増加が大きい旋回初期
について考える。
【００５７】

【数１６】
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瞬時スタティックマージンI.S.M.NLは正の定数C>0、D>0とヨー角加速度（r>0）との積を
、分母から引き、分子に足すことになるので、ヨー角加速度が大きくなると、車両はU.S.
が強くなるということを示している。また、逆に旋回から直進に戻る場合、ヨー角加速度
は負となり、分母が大きく、分子が小さくなり、U.S.が相対的に弱くなるということも示
している。したがって、タイヤ特性の非線形性の影響は、程度に差異はあれ、コーナー進
入時にU.S.が強くなり、コーナー脱出時にU.S.が相対的に弱くなると、「アンダーステア
が強く、安定性も悪い」という、先に示したような、よからぬ特性の元凶であるといえる
。また、横すべり角速度が非常に小さいとして、
【００５８】
【数１７】

として、また十分に短い間には速度変化も微小という仮定を置くと、
【００５９】

【数１８】

となり、ヨー角加速度情報は、横加加速度情報を内包していると考えることができる。
【００６０】
　したがって、ヨー角加速度（横加加速度）を大きくしないように、具体的には操舵速度
を大きくしないような運転をすることが肝要である。また逆に、ヨー角加速度（横加加速
度）がゼロとなり、すなわち定常旋回となって横加速度が安定すると、瞬時スタティック
マージンI.S.M.NLは、元のS.M.0に戻るという、特性を具備していることに注意されたい
。
【００６１】
　（３）加減速による荷重依存性の影響
　前節で、横すべり角に対して非線形特性を有するタイヤにおいては、制御を加えないと
操縦しにくい特性となるメカニズムを内包していることがわかった。本節では、加減速を
行うことにより、この特性を緩和するメカニズムについて考えるために、まずコーナリン
グフォースの荷重依存性について精査していく。
【００６２】
　　　　加減速を行うと、タイヤの垂直荷重が移動する。例えば、減速中は後輪から前輪
に、加速中は前輪から後輪に荷重が移動する。一方、コーナリングフォースは良く知られ
ているように荷重依存性を有する。ここで、コーナリングスティフネスをKiw（i=f、 r、
 f：フロント、r：リア）として、これらがタイヤ垂直荷重Wiに対して１次の荷重依存性
（比例係数C1）を持つとすると、
【００６３】

【数１９】

であらわせる。一方、車両の重心高さをhとして、車両がGxで加減速すると、前輪荷重（
１本分）は、
【００６４】

【数２０】

　となり、後輪荷重（１本分）は、
【００６５】
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【数２１】

　となる。したがってコーナリングスティフネスは、 前後それぞれ、
【００６６】
【数２２】

【００６７】
【数２３】

　となる。したがって、加減速Gxで運動中の、瞬時スタティックマージンI.S.M.Gxは、
【００６８】
【数２４】

ここで、加減速の影響を直接的に見やすくするためにlf=lrと簡略化すると、
【００６９】
【数２５】

となる。数（２５）は、車両が加速（Gx>0）すると、スタティックマージンは増加してU.
S.が強くなり、逆に減速（Gx<0）するとスタティックマージンは減少してU.S.が弱くなる
ということを示している。GVCは、横加速度が増加する旋回初期に減速することにより、U
.S.を弱め、横加速度が低下して直線状態に戻るような旋回終了時に加速することにより
、U.S.を強め、安定性を向上させている。すなわち、先の節で述べたタイヤ非線形特性に
起因する操縦性・安定性の劣化を補償する働きがある。
【００７０】
　（４）加減速を実現する前後力依存性の影響
先の節では、加減速による荷重移動に起因するステア特性変化について論じた。一方、加
減速するためには4輪のタイヤで前後力を発生させる必要がある。この力がタイヤのコー
ナリングフォースに影響を与える。古典的なクーロン摩擦の法則に従えば、図6に示すよ
うに、タイヤが発生するコーナリングフォースYと駆動力（または制動力）Xは、どのよう
な場合にも、次式を満足しなければならない。
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【００７１】
【数２６】

つまりタイヤと地面のあいだに働く水平面内のあらゆる方面の力の合力は、そのときの垂
直荷重に摩擦係数を掛けた値以上になることはできず、合力のベクトルは半径μWの円内
にとどまる。この円を摩擦円と呼ぶ。もし、タイヤの前後方向にXの駆動力か制動力が働
いているとすれば、大きな横すべり角で達しうる最大のコーナリングフォースYmaxは、次
のような式になる（ここで簡単化のために、加減速を実現する前後力依存性加減速を実現
する前後力依存性のみに着目し、加減速による荷重移動については、考えないことにする
）。
【００７２】
【数２７】

いま、駆動力や制動力がゼロのときのコーナリングフォースY0の横すべり角に対する関係
について、どのような横すべり角でも、駆動力（または制動力）によるコーナリングフォ
ースの低下率が同じであると仮定すると、次式が成立する。
【００７３】
【数２８】

この関係を元に、前節の加減速を実現する駆動力（または制動力）を、どのように前後に
配分するかについて検討を進めていく。
【００７４】
　まず、前後加速度Gxで加減速している車両の前後輪の垂直荷重（Wf、 Wr）を考えると
、
【００７５】

【数２９】

となる。ここで、駆動力あるいは制動力の荷重比例の配分概念を導入する。前輪に配分す
る制駆動力と後輪に配分する制駆動力の比率をα：(1-α)（0<α<1）とする。
【００７６】

【数３０】

この比率に従い前後加速度Gxを実現するための前後輪の駆動力あるいは制動力（Xf、 Xr
）を分配すれば、
【００７７】

【数３１】

これを、数式（２６）に代入することを考え、X/μWを前後それぞれ計算すると
【００７８】
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【数３２】

となり、結果として、前輪と後輪のコーナリングフォースが同じ割合で、低下することに
なる。
【００７９】
【数３３】

両者を、それぞれ前輪の横すべり角βf、 βrで偏微分して等価的なコーナリングスティ
フネスを求めると、
【００８０】
【数３４】

よって瞬時スタティックマージンI.S.M.LDは、
【００８１】
【数３５】

【００８２】
　数式（３５）のように、駆動力あるいは制動力を前後輪の荷重に比例して配分すると、
駆動力あるいは制動力によるステア特性の変化なしに、加減速を行えることになる。一般
に、ブレーキによる制動力の前後配分は、ほぼ荷重比例となるように設計されている。従
って、ブレーキ制御にてGVCを実現する場合、前節で述べた、減速による荷重移動を用い
たステア特性の改善効果のみを得ることができる。
【００８３】
　本章では、タイヤのコーナリングフォースの１）非線形性、２）荷重依存性、３）制動
力あるいは駆動力の影響を瞬時スタティックマージン（I.S.M.）で評価した。これにより
、１）による操舵開始時のヨー角加速度（加加速度）に起因する操縦・安定性の悪化メカ
ニズムを内包していること、２）GVCによる好適な荷重移動による操縦・安定性の補償メ
カニズムが形成されること、３）制動力あるいは駆動力を前後荷重比率で配分すると、ス
テア特性に影響を及ぼさないことを確認することができた。次章では、さらなるステア特
性の改善効果を目指し、駆動力あるいは制動力の動的な配分制御（Distribution plus, D
+）についての検討を進めていく。
【００８４】
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　＜前後輪配分制御（D+）＞
本章では、ステア特性を好適にする前後力（トルク）配分の導出を行う。まず、前章の前
後荷重比率配分からから次のような配分オフセットdpを、前輪には加え、後輪には減ずる
ことにする。
【００８５】
【数３６】

これらを荷重で割ると、
【００８６】

【数３７】

　ここで、加減速に伴う前後の荷重移動によるコーナリングスティフネスの変化を示した
数式（２２）、数式（２３）について、数式（２８）のように、どのような横すべり角で
も、駆動力（または制動力）によるコーナリングフォースの低下率が同じであると仮定す
ると、次式が成立する。
【００８７】

【数３８】

【００８８】
【数３９】

　ここで、括弧内の値が、同じオーダーの微少量と考えれば、
【００８９】
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【数４０】

【００９０】
【数４１】

と展開できる。これらから、瞬時スタティックマージンI.S.M.DRを求めると、
【００９１】
【数４２】

ただし、
【００９２】
【数４３】

であり、数式（４２）の最後の変形は、枝葉を落として幹を見るために、(Gx/μg)2<<1、
 lfKf-lrKr≒0、 Kf≒Krという、妥当性はあるが、かなり大胆な仮定を置いた。今回の式
展開では、簡単化のために、前述したようなコーナリングフォースの非線形によってヨー
角加速度（≒加加速度相当）に応じて瞬時のスタティックマージンが増加する項を含んで
いないが、これはS.M.0に内包して考えることとして、数式（１６）の影響を数式（４２
）に代入する。さらにGxに対し、GVCによる加減速制御を適用すると、
【００９３】
【数４４】

数式（４４）の第2項が示していることは、横加加速度に応じて減速することにより、横
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加加速度に応じて増加する（アンダーステア傾向となる）瞬時スタティックマージンI.S.
M.の増加を緩和できるということである。しかしながら、第3項では、減速度が自乗され
てしまい、符号の概念が無くなってしまう。そこで、前後配分オフセットDp（H・dp ）を
、第2項と同じ符号特性を持たすために、次の制御則（Distribution Plus : D+）を導入
する。
【００９４】
【数４５】

D+による配分比の変化様態を図１のケースと同様に示すと、図７のようになる。
ドライバが操舵を開始する状況（図７中1～3、図1と同様）においてはDpが負となり、GVC
による減速度を発生させるための減速力の前後配分比RFRが、初期設定値RFR0後輪寄りと
なり、U.S.を相対的に弱くすることにより、操縦性を改善し必要な操舵角を少なくするこ
とができる。また、逆に、操舵を戻して直線状態へ戻るとき（図７中5～7、図１と同様）
には、Dpが正となり、GVCによる加速度を発生させるための駆動力の前後配分比RFRが、前
輪寄りとなり、相対的にU.S.が強くなると安定性が向上する。これを、数式(４４)に代入
すると、
【００９５】
【数４６】

となり、先に述べた荷重比例前後配分よりも、瞬時スタティックマージンの補償効果が大
きく、さらなる操縦性と安定性の向上が図れることを期待できる。
【００９６】
　D+制御を採用した最終的な前後配分比RFRを考えると、初期値をRFR0として、以下のよ
うな式で表せる。
【００９７】

【数４７】

＜フルビークルシミュレーションによるD+制御の評価＞
　これまで解析的に検討した内容を元に数式（４５）で定式化したD+制御について、11自
由度のフルビークルモデルを用いて検討する。図８は、フルビークルモデルの自由度・概
要を示す図である。11自由度のフルビークルモデルではヨー運動だけではなくロール運動
、ピッチ運動も計算できる。タイヤモデルはブラッシュモデルを採用している。これによ
り、タイヤのコーナリングフォースの１）非線形性、２）荷重依存性、３）制動力あるい
は駆動力の影響を演算ステップ毎に解析的に計算することができる。操舵は、あらかじめ
舵角入力が決定された、「フィクスドステア」モデルを用いた。左コーナーへの進入を模
擬し、(1)制御なし、 (2)GVC加減速を前後固定配分の制動力・駆動力で実現、(3)GVCをD+
制御による前後配分を制御した制動力・駆動力で実現した、3つのケースについて評価し
た。(2)については、GVC指令を実現する制動力、駆動力をほぼ前後荷重比の0.6（前：0.6
、後：1-0.6=0.4）に固定し、(3)については、0.6に数式（４５）で得られる前後オフセ
ットを足し合わせることで配分比を決定した。なお、加加速度ゲインCdpは1.0で計算した
。図８の下に記した表は、諸パラメータ一覧である。
【００９８】
　タイヤモデルの内部変数として計算される瞬時等価コーナリングスティフネスを用いて
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瞬時スタティックマージン（I.S.M.）を評価した。図4に示したような改善傾向が見られ
るか否かを精査する。
【００９９】
　図９、１０はシミュレーション結果である。図９上段は、操舵角である。時刻0.5秒か
ら35度に向けて操舵を開始し、1.5秒で35度に落ち着く。そのまま、3.5秒まで操舵を維持
して旋回を続け、その後4.5秒に操舵角をゼロに戻している。ちょうど図１、２と同様な
操舵状態を示している。
【０１００】
　図9中段は、それぞれ、横加速度Gy、前後加速度Gxの時系列計算結果であり、下段は、
前後加速度Gxと横加速度Gyのリサージュ波形を示す、いわゆる”g-g”ダイアグラムであ
る。操舵開始時の0.5秒から1.5秒の間は、操舵により横加加速度Gy_dotが発生する。した
がって、数式（１）に基づきGVCが発動する（制御指令がゼロではなくなる）。操舵が停
止している1.5秒から3.5秒までは、横加速度Gyがほぼ一定（横加加速度がゼロ）であるた
め、GVCの前後加速度Gxは発生しない。3.5秒から４.5秒にわたって横加速度Gyが減少する
、すなわち負の横加加速度が発生するため、GVCは加速指令となる。以上のようなプロセ
スで、発生する横加速度Gyと前後加速度Gxの合成加速度ベクトルは、下段の”g-g”ダイ
アグラムに示すように滑らかな曲線状にベクタリングすることになる。よって、先に示し
たように旋回開始時には減速により前輪荷重が増し、脱出時には加速により後輪の荷重が
増えることになる。
【０１０１】
　さて、図１０の上段は、再び操舵角、中段はD+による前後配分を示すグラフである。図
９のGVC同様、横加加速度Gy_dotが発生している場合、数式（４５）に基づいて、前後輪
の配分オフセットが計算される。この計算例では、初期前輪配分設定は0.6（後輪：0.4）
となっている。操舵開始時の0.5秒から1.5秒の間は、GVCによる減速度を発生するため減
速力を前後輪で賄う必要がある。この期間では、正の横加加速度が発生するので数式（４
５）に従って、オフセット量は負になり、前輪の配分は0.6より小さくなる。これは前輪
の制動力配分が、後輪に移動し、より多くの制動力を後輪で負担しているということを示
している。
【０１０２】
　また、操舵が停止している1.5秒から3.5秒までは、横加速度Gyがほぼ一定（横加加速度
Gy_dotがゼロ）であるため、オフセット量もゼロとなり、初期前輪配分設定0.6に戻る。3
.5秒から４.5秒にわたって横加速度Gyが減少する、すなわち負の横加加速度が発生するた
め、数式（４５）に従って、オフセット量は正となる。するとGVCの加速指令を実現する
ための駆動力のうち前輪で負担する割合が増加する。
【０１０３】
　さて、図１０下段は、前に述べた瞬時スタティックマージン（I.S.M.）を、(1)制御な
し（Without_Control）、 (2)GVC加減速を前後固定配分の制動力・駆動力で実現(Without
_D+)、(3)GVCをD+制御による前後配分を制御した制動力・駆動力で実現したもの(With_D+
)の、3つのケースについて示したものである。
【０１０４】
　(1)では、タイヤのコーナリングフォースの１）非線形性により、操舵開始と同時にI.S
.M.が増加、すなわちU.S.が強くなり、操舵終了時に、I.S.M.が減少、すなわち、OS方向
に遷移する。ハンドルを切り始めると曲がりにくく、戻すときにはふらつく等、結果とし
て操縦性、安定性ともに劣化していることが見て取れる。
【０１０５】
　これに対して、(2)のGVCのみでは、コーナリングフォースの２）荷重依存性により、減
速による荷重移動が発生し、コーナー進入時の、U.S.が低減され操縦性が向上する。一方
、脱出時にはGVCに基づいた加速により後輪に荷重が移動するが、後輪での加速力の負担
があるため、３）制動力あるいは駆動力の影響を受けて、若干のU.S.方向へのシフト(安
定性の向上)に留まっている。
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【０１０６】
　本発明を適用した(3)においては、GVCのみの(2)に比べて、旋回開始時のU.S.の低減と
、旋回脱出時のO.S.方向への変化を食い止める効果が大幅に改善できている。この結果か
ら、本発明で開示した数式（４５）によるD+制御は、駆動力・制動力を前輪、後輪に適正
に配分することにより、ステア特性を好適とし、操縦性と安定性の両方を向上が可能であ
ることが示された。
＜D+制御の抽象化による拡張＞
数式（４５）で基本概念を示したD+制御であるが、数式（１６）に示すように、ヨー角加
速度が大きくなると、車両はU.S.が強くなるという知見から考えると、情報量として横加
加速度以外の量も適用することが可能である。まず、ヨー角加速度を使うと、
【０１０７】
【数４８】

としても、同様な効果が得られる。ただし、r:車両のヨーレイト、r_dot:車両のヨー角加
速度である。さらに、ヨー角加速度は、カウンターステアなどを必要としない、通常運転
領域では、操舵角速度と直接的な関係があるため、δ:操舵角、δ_dot:操舵角速度として
、
【０１０８】
【数４９】

のように、定式化することも考えられ、これらの全ての方法は、本発明の範囲内である。
【０１０９】
　さて、以上のように定式化された本発明を、文章により定義すると以下のようになる。
【０１１０】
　数式（４５）については、
横加加速度Gy_dotがゼロの場合の前輪の配分比率を初期比率と定義し、
横加加速度Gy_dotが正のときには、前輪の配分比率を初期比率よりも小さくし、
横加加速度Gy_dotが負のときには、前輪の配分比率を初期比率よりも大きくするように変
更する。
別の言い方をすれば、
横加加速度Gy_dotがゼロの場合の後輪の配分比率を初期比率と定義し、
横加加速度Gy_dotが正のときには、後輪の配分比率を初期比率よりも大きくし、
横加加速度Gy_dotが負のときには、後輪の配分比率を初期比率よりも小さくするように変
更する。
更に別の言い方をすれば、
横加速度の絶対値が増加するときには、前輪の配分比率を小さくし、後輪の配分比率を大
きくするように変更し
横加速度の絶対値が減少するときには、前輪の配分比率を大きく、後輪の配分比率を小さ
くするように変更するということである。
【０１１１】
　数式（４８）については、式（４７）の場合と同様であり、
ヨーレイトの絶対値が増加するときには、前輪の配分比率を小さく、後輪の配分比率を大
きくするように変更し、
ヨーレイトの絶対値が減少するときには、前輪の配分比率を大きく、後輪の配分比率を小
さくするように変更するということである。
【０１１２】
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　数式（４９）については、式（４７）の場合と同様であり、
操舵角の絶対値が増加するときには、前輪の配分比率を小さく、後輪の配分比率を大きく
するように変更し、
操舵角の絶対値が減少するときには、前輪の配分比率を大きく、後輪の配分比率を小さく
するように変更するということである。
【０１１３】
　さて、ここまでは、駆動力・制動力を前輪、後輪に適正に配分することにより、ステア
特性を好適とし、操縦性と安定性の両方を向上する制御方法について述べた。以下では、
その制御方法を用いた制御装置および車両について構成を述べる。
【０１１４】
　本発明の車両の運動制御装置を用いた車両の第一の実施例の全体構成を図１１に示す。
本実施例において車両0はフロントモータ21により左前輪11、右前輪12を駆動し、リアモ
ータ22により、左後輪13、右後輪14を駆動する、2モータ前後配置EV/HEV四輪駆動車であ
る（また、図１１ではバッテリなどの電池部品についての記載は省略している）。
【０１１５】
　ドライバのステアリング40の操舵量は、操舵角センサ53により検出され、ADAS（Advanc
ed driver assistance system）コントローラ30で操舵角速度の計算など、演算処理され
る。ドライバのアクセルペダル41の踏み込み量は、アクセルセンサ54により検出され、AD
ASコントローラ30で演算処理される。ドライバのブレーキペダル42の踏み込み量は、ブレ
ーキセンサ55により検出され、ADASコントローラ30で演算処理される。
そしてADASコントローラ30は、これらの量に応じて、フロントモータ21、リアモータ22に
関して、図示しないインバータ等による電力制御、トルク制御を実施する。ADASコントロ
ーラ30から出力される、速度上昇(加速)、速度低下（減速）指令に基づいて、力行駆動お
よび回生制動が可能となる。例えば、GVCで求められる減速度、目標速度指令などの前後
運動指令に基づいて減速作用を発生させることができる。
【０１１６】
　つぎに本発明のセンサ群について述べる。
【０１１７】
　図１１に示すように、横加速度センサ51とヨーレイトセンサ52は重心点近辺に配置され
ている。横加速度センサ51の出力を微分して横加加速度情報を得るロジック、およびヨー
レイトセンサ52の出力を微分して、ヨー角加速度を得るロジックは、図１２に示すように
、ADASコントローラ30に内蔵されている。
【０１１８】
　また、特開２０１１－７３５３号公報に示されるように、車両速度、操舵角、車両運動
モデルを用いた推定ヨーレイト・横加速度を用いて横加加速度あるいはヨー角加速度を得
てもよいし、これらを例えばセレクト・ハイなどの処理により組み合わせて用いてもよい
。
【０１１９】
　さらに、車両0には、ステレオカメラ56が搭載されている。ステレオカメラ56は、左右
方向に２つの撮像素子であるCCDカメラで構成されている。
【０１２０】
　２つのCCDカメラは、たとえば車室内のルームミラー（図示せず）を挟むような形で配
置され、車両前方の対象物を車両固定系の異なる座標から個別に撮像し、2つの画像情報
をステレオ画像処理装置（ステレオカメラ56内に搭載）に出力する。なお、ここではCCD
カメラを用いたが、CMOSカメラを用いても良い。
【０１２１】
　ステレオ画像処理装置には、ステレオカメラ56から画像情報が入力されるとともにADAS
コントローラ30を経由して車速Vが入力される。これらの情報に基づき、ステレオ画像処
理装置は、ステレオカメラ56からの画像情報に基づいて車両0前方の立体物データや白線
データ等の前方情報を認識し、自車走行路を推定する。本実施例においては、明示的にAD
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ASコントローラ30にてGVCおよびD+制御を実施し、フロントモータ21、リアモータ22を制
御する構成としているが、両制御ロジックは演算量が非常に少ないために、ステレオカメ
ラ56内のステレオ画像処理装置に搭載してもよい。これにより、衝突被害軽減ブレーキシ
ステムを構成するために、すでに車両に搭載されているステレオカメラなどでコントロー
ラを共有でき、コスト低減につながる。
【０１２２】
　図１２に、本発明のADASコントローラ30とフロントモータ21と、リアモータ22の信号伝
達構成を示す。
【０１２３】
　ADASコントローラ30には、操舵角、ヨーレイト、横加速度などの車両横運動情報、アク
セル、ブレーキなどのドライバ情報が入力される。横運動情報は、それぞれ微分などの信
号処理がなされ、操舵角速度、ヨー角速度、横加加速度が求められる（図１２では、物理
量として横加加速度で代表）。この横加加速度に対し、数式（１）同様にゲインCxyを掛
けて、GVC加減速指令値を算出する。これにドライバからのアクセルによる加速指令、ブ
レーキによる減速指令を加えて、加減速指令を算出する。一方、ADASコントローラ30には
、数式（４５）、数式（４８）数式（４９）に示すように、横加加速度、ヨー角速度、操
舵角速度に基づいて、配分オフセットDpを演算し、初期配分RFR0から加減算することによ
り、前後配分比RFRを計算しても良いし、図12に示すように、横軸が操舵角速度、ヨー角
速度、横加加速度のマップとして、記憶しておいても良い。このような場合、２次元マッ
プの傾きがCdpとなる。先の、加減速指令を前後配分比RFRに振り分け、前2輪を駆動する
フロントモータ21とリア2輪を駆動するリアモータ22の回生・力行電力を制御して、加減
速指令と近くなるように制御される。
【０１２４】
　図１３は、本発明の実施形態をコーナリングシナリオに基づいて図示したものである。
【０１２５】
　進行方向に沿って左コーナーに進入すると、正の横加速度が立ち上がり、加加速度も正
となる。よって、数式（１）にしたがってGVCによる減速指令が発生する。また、正の加
加速度発生に伴い、数式（４５）あるいはADASコントローラ30のマップに基づいて、RFR
が小さくなり、結果として後輪への制動力配分が大きくなる（図１３(a)、(b)の各輪制動
力の矢印）。
【０１２６】
　次に、クリッピングポイント、あるいは定常旋回になると加加速度がゼロとなるために
、加減速度指令もゼロとなり、制動/駆動力は発生しない（図１３(c)）。
【０１２７】
　さらに、左コーナーから脱出すると、正の横加速度が低下するということで、加加速度
が負となる。よって、数式（１）にしたがってGVCによる加速指令が発生する。また、負
の加加速度発生に伴い、数式（４５）あるいはADASコントローラ30のマップに基づいて、
RFRが大きくなり、結果として前輪への駆動力配分が大きくなる（図１３(d)、(e)）。
【０１２８】
　以上のように、本発明においては、旋回開始時に、後輪の制動力が大きくなり、脱出時
に前輪の駆動力が大きくなるように、前後駆動力、制動力を変化させることができる。
【０１２９】
　本実施例においては、2モータ前後配置車両について言及したが、もちろん実施例前半
でのタイヤ特性に基づいた解析内容は、これに限定されるものではなく、前後トルク配分
装置を有し、内燃機関を1台搭載、あるいは電気モータを1台搭載した車両においてもハン
ドリング性能の向上が可能である。また、加速制御を行わず、減速制御のみに特化すると
、摩擦ブレーキの前後配分制御としても適用が可能である。
【０１３０】
　以上のように、本発明によると、車両の操縦性と安定性の両方の向上を実現する、前後
制駆動配分制御（D+）が具現化され、車両の運動制御装置およびそれを搭載された車両（
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制動側のみを考えると、前後配分を変更できるブレーキ装置、およびそれが搭載される車
両に対しても適用可能である。また、本実施例においては、もっぱらGVCを適用した場合
について言及したが、図１２にあるように、ドライバのアクセル、ブレーキ情報のみに基
づき、すなわちGVCゲインCxy=0の状態で、ドライバの加減速要求に基づいて、D+制御を行
っても、ドライバが熟練運転者のように、的確な加減速を行っている前提においては、車
両の操縦性と安定性の両方の向上を実現できる。
【０１３１】
　さて、最後に本発明を適用した車両と、適用していない車両の特徴について図１４を用
いて、述べておく（ただし、2モータ前後配置EV/HEVについて記載）。
【０１３２】
　まず、低速走行条件で、図１、２あるいは図１３のようなコースを走行することを想定
する。フロントモータ21とリアモータ22の電力（Pf、Pr）を計測し、フロントモータの電
力比（Pf/(Pf+Pr)）を計算する。本発明を適用した車両では、コーナー進入時にフロント
モータの電力比がコーナー進入前に比べ低下する。またコーナー脱出時には、フロントモ
ータ21の電力比が増加する。
【０１３３】
　次に同一コーナーを高速で走行した場合のフロントモータの電力比と、低速で走行した
場合のフロントモータの電力比とを比較することを考える。同一コーナーを高速走行して
辿るためには、必然的に操舵速度、ヨー角速度、横加加速度が低速走行する場合と比べて
大きくなる。すると、数式（４５）、数式（４８）、数式（４９）、あるいはマップなど
の情報に従って、電力比のオフセット自体が大きくなり、図１４（２）に示すように、
本発明の低速条件での走行時に比べて、コーナー進入時にはよりフロントモータの電力比
が小さくなり、コーナー脱出時にはよりフロントモータの電力比が大きくなる。これが本
発明を搭載した車両の特徴である。
【０１３４】
　EV/HEVでない場合でも、同等な観点で、前後ブレーキ油圧、トランスファー締結力、あ
るいは、ホイール6分力計測にて、進入時には前輪が発生する減速力が小さくなり、
脱出時には前輪が発生する駆動力が大きくなることで、本発明を搭載した車両か否かを判
別することができる。
【符号の説明】
【０１３５】
　０　車両
　１１　左前輪
　１２　右前輪
　１３　左後輪
　１４　右後輪
　２１　フロントモータ
　２２　リアモータ
　３０　ADASコントローラ
　４０　ステアリング
　４１　アクセルペダル
　４２　ブレーキペダル
　５１　横加速度センサ
　５２　ヨーレイトセンサ
　５３　操舵角センサ
　５４　アクセルセンサ
　５５　ブレーキセンサ
　５６　ステレオカメラ
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